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【論文要旨】
本稿は，現代において世界的に展開されている航空貨物輸送ビジネスの源流をアメリカの20世
紀初頭に求め，そのシステムの誕生から発展期そして，21世紀熟成期に到る過程がどのような要
因に基づくかについて研究したものである。航空貨物輸送ビジネスの隆盛はこれらの航空貨物輸送
システムの下で成し遂げられた。アメリカを研究対象とした理由は，同時期にみられるマーケティ
ング，物的流通，ロジスティクスの発展との関連性が多数みうけられるからである。ここでは，こ
のシステムを利用したビジネスの主役である急送会社（Express Company）が航空会社とフォワー
ダー，そしてインテグレーターへと変遷してきた過程をみる。
航空貨物輸送価値の増進のためには，最大のメリットである「迅速性」を提供する側と利用する
側がその価値を共創しなくてはならない。利用企業にとり輸送価値の創造は企業競争戦略となる。
本稿では輸送価値の変遷について検討し，それを基に将来の航空貨物輸送の方向性を探る。
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1 例えば鉄道が開通したことにより，売り手が農産物など仲買人などを介在させずに，直接買主に輸送するこ
とができるようになった。
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. はじめに
本研究の目的は，航空貨物輸送の役割の深化に到る過程がどのような航空貨物輸送システムの発
展と同期化してきたかをみるものである。研究対象をアメリカ国内とした理由は次のとおりであ
る。第一に，国土の広いアメリカの経済発展に航空貨物輸送が貢献したこと，第二に，マーケティ
ングおよび物的流通・ロジスティクスの研究と航空貨物輸送が同期化していること，第三に，現在
世界で利用されている航空貨物輸送ビジネスの原型がアメリカで誕生したことがあげられる。
人類は，物を迅速に輸送（急送）する方法を試行錯誤してきた。はじめは日本における飛脚のよ
うに，人類の身体能力に頼ったものであった。迅速輸送と大量輸送の両方を達成することは試行錯
誤と時間を要した。迅速輸送では，人類より速い動物，とりわけ馬を利用すること，地上における
大量輸送は車輪の発明，とりわけ荷車による長距離大量輸送，内陸水路における大量輸送は蒸気船
の発明，さらに海における大量輸送は大型蒸気船の発明，地上におけるさらなる大量輸送は鉄道の
発明の結果による全天候型の安定した輸送の誕生により実現された。そして20世紀を迎え，地上
輸送のさらなる可動範囲の拡大は自動車の発明などによるところが大きい。これらの輸送手段の発
展は，交易の拡大をもたらし，商人によるビジネスの方法も変化させてきた1。輸送手段が未発達
の時代は，売り主と買主との間に仲買人などが必要であったが，発達後は，直接取引も可能となっ
たことなどがあげられる。また輸送に加え配送の概念も発達の経過をたどってきた。
農産物，商品などの遠隔地間売買が容易に可能となり，市場の拡大がさらなる経済活動を増進
し，人類による生産意欲の向上と生活の質の向上を促し，結果として GDP が飛躍的に増加した。
. 航空貨物輸送ビジネスの誕生
 急送会社によるビジネス
航空貨物輸送ビジネスを研究するためには，まずプロパティ（Property）を迅速に輸送するビジ
ネスについて検討する必要がある。何故なら，このビジネスを開始した会社である急送会社と鉄道
会社が母体となって航空貨物輸送ビジネスが誕生したからである。
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図表 Pony Express の宣伝
出所Wells, Fargo & Co. による1861年 7 月 1 日の広告
http://www.history.com/news/history-lists/10-things-you-may-not-know-about-the-pony-express
2 海上が一つで，ニューヨークからパナマシティ経由サンフランシスコまで，陸上は 2 つで，セントルイスか
らサンタフェトレイルに沿ってインディアントレイルを通行しロスアンジェルス経由でサンフランシスコま
でとカンサスからデンバー経由でソルトレークシティまで行き，サンフランシスコに向かうものがあった。
3 1861年10月26日，馬による急送ビジネスは終了した。それは最後の電報経路であるオマハ～サンフランシス
コ間が開通したためであり，当時ニューヨークからデンバーまで10ワードで 9 ドルと高額であった。
4 設立年度順から Adams Express Company 1842年，American Express Company 1850年，Wells, Fargo &
Company 1852年，Southern Express Company 1861年。
アメリカにおいては，1860年代に図表 21 のとおり書簡（Letters）を東海岸から西海岸へ急送
するビジネスがあり，いくつかの陸上・海上のルートが確立された2。それらは基本的に馬と船な
どを利用した急送会社によるものであった。しかし通信技術の発達とともにこれらのビジネスは消
滅した3。馬を利用したものは図表 21 のとおりポニー・エクスプレス（Pony Express）と呼ばれ
た。これらのうち19世紀後半には 4 社の大規模な急送会社は，手紙だけでなくプロパティを鉄道
利用により輸送するビジネスを拡大した4。これらの会社が中心となって1918年にアメリカン・レ
イルウェイ・エクスプレス・カンパニー（American Railway Express Company，以下 AREC）が
設立された。この会社は輸送手段の品揃えとして，地上輸送（陸上・海上など）にとどまらず，
20世紀初頭に発展した航空輸送を急送ビジネスとして加えた。
アメリカは大国になるにつれ，積極的に国際社会に介入するようになり，第一次世界大戦への参
戦を決断した。当時アメリカがとっていた孤立政策と介入は矛盾しているように見える。しかし，
その根底には「国際社会から戦争をなくすために民主主義を推進する」という理念がある。そのよ
うな理念からアメリカが第一次世界大戦に参戦した結果，航空機を大量に生産しパイロットを多数
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図表 AREC の交通手段別路線利用の距離推移
（mileage）
年 1924 1925 1926 1927 1928
蒸気機関車 222,278 222,042 221,979 222,423 N/A
電気機関車 2,991 2,949 2,890 2,964 N/A
沿岸蒸気船 16,257 11,388 11,539 11,388 N/A
内陸蒸気船 6,248 6,250 6,250 6,000 N/A
海洋蒸気船 10,820 8,720 6,620 6,620 N/A
航空機 NIL NIL NIL 4,508 N/A
その他 779 465 585 680 N/A
総 計 259,373 251,814 249,863 254,583 N/A
出所Annual Report Year 19241927 American Railway Express Company by order of
the Board of Directors, Robert E. Cowie President NYC public library 所蔵
育成した。終戦を迎えると，多数の退役パイロットと航空機が余剰となり，これらが航空貨物輸送
ビジネス発展の起爆剤となった。すなわち，彼らの中には大戦で発揮した技量と，安価で払い下げ
を受けた航空機をもとに不定期航空会社を設立するものもあった。しかし，多くは企業として存続
できなかった。なぜなら，経営の基盤が脆弱である零細企業がほとんどであったからである。
そのような中で成功したのは，この人的・物的資源を効果的に利用できる地位にいた AREC で
あった。図表 22 のとおり，AREC は地上の輸送手段を利用したビジネスのほかに，航空機を利
用した急送ビジネスを1927年に開始した。これがエア・エクスプレス（Air Express）の魁である。
AREC の競争優位は，すでに鉄道等を利用するプロパティの急送ビジネスで成功を収めていた
会社の集合体であった点，航空会社と利用契約を締結さえすれば新規ビジネスに参入できた点，さ
らに，集配の自動車に対する投資を除いては航空機や設備などに莫大な初期投資がほとんど必要な
かった点である。そののち，AREC が締結していた鉄道会社との路線の利用契約終了（1929年 2
月）前に，レイルウェイ・エクスプレス・エージェンシー（Railway Express Agency, Inc.，以下
REA）は AREC の資産を買収し，1928年12月に86社の鉄道会社が株主となって設立された。路線
については，AREC とほぼ同様の内容で再契約し，AREC の資産を継承しながらさらに航空機を
利用した全国を網羅する国民的な航空貨物輸送システムを拡大したのである。新サービスは，鉄道
急送（レイル・エクスプレス＝Rail Express）に対して航空急送（エア・エクスプレス＝Air Ex-
press）と呼ばれた。
ここで航空機により最初に輸送された客体を確認すると，客体であるプロパティは，旅客手荷物
と郵便であった。ここではエア・エクスプレスとエアフレイト（Air Freight）を航空貨物（Air
Cargo）と定義する。
さらに REA による一般的な急送ビジネスの定義をみてみよう。REA が定めているスタンダー
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5 Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH.AC0260), Standard Express Operation Agreement (EŠective
March 1, 1954) pp. 15.
6 1932年 8 月 1 日にビジネスを開始した。航空会社の代表が寄り集まって構成した組織であり会社組織ではな
かった。集配は Postal Telegraph 会社，航空会社は，初期には 7 社であったが，合併して American Airways,
Eastern Air Transport, Transcontinental, Western Air の 4 社であった。Quindry (1933) p.166.
7 The Ford Motor Companyは1926年から1931年にかけて Private Air Express を輸送した。Quindry (1933)
p.146.
8 その他独立系，フェリー会社系，自社系の 3 通りがある。Mcmillen (1935) p.266.
9 航空会社と REA の戦略的提携ではなく，REA を航空会社の代理店とする案。Sheehan (1939) p.481.
ド・オペレーティング・プロシデュア（Standard Operating Procedures 以下 S.O.P.）に記載され
ている急送ビジネスの定義によれば5，輸送対象はプロパティと呼ばれ，除外されるものは，旅客
の手荷物，鉄道利用の通常郵便，郵便の付属設備，ニュース・マテリアル用金庫，鉄道会社の設備
類，電信電話会社関連の設備品などであった。さらに S.O.P. には，各種輸送手段を利用したビジ
ネスの一つとして，エア・エクスプレスという項目があり，ビジネスの内容と規則を規定してい
る。これによれば，航空貨物輸送のビジネスについては，急送会社が連邦ないし州にタリフなどを
届け出なければならないことが規定されている。
REA が設立された1928年以降，REA 型貨物輸送システムに属さない航空会社などによるビジ
ネスも百花繚乱であったが，それらは短期間で淘汰された。この中には航空会社が集合したアソシ
エーションによる航空貨物輸送システムもあった6。また特定荷主のための不定期航空会社，自家
用航空会社によるビジネス7 などがしばらく存続はしたものの，会社の経営基盤が脆弱であったこ
と，試験輸送の域を出なかったことなどから長続きしなかった。これらの会社は REA と異なっ
て，エア・エクスプレス ビジネス専門であった。その中で全米を対象に航空貨物輸送サービスを
展開できる規模となったのが REA であり，会社は安定した経営基盤である地上輸送手段のほか
に，航空という輸送手段を手に入れ，品揃えの豊富な急送会社としてのビジネスを拡大した。比較
的容易に起業できたのは，鉄道会社の路線を利用するオーガナイザーとして培った信用を確立して
いたからであった。
 REA 型貨物輸送システム
イリノイ大学の公共経済学の特別研究員であるマクミラン（Wayne L. Mcmillen）はこの時代に
エア・エクスプレスを輸送した会社が 5 種類存在したことを述べているが，そのうちシステムと
呼ばれているのは REA とゼネラル・エア・エクスプレス・エージェンシー（General Air Express
Agency，以下 GAEA）であると述べている8。このシステムのもとで運用されるビジネスモデルが
計画的，組織的，規則的，体系的とみられるからである。
REA と航空会社間の関係は戦略的提携であったが，そののち REA と同類の役割を果たすフォ
ワーダーは，航空会社の代理店として機能するようになる9。1970年代後半には，航空貨物輸送の
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10 CAB による，航空貨物便専門会社 4 社の認可とフォワーダーの認可。
11 Agreement (EŠective August 1, 1954）の Recitals にその旨記載されている。
12 George H. Drury ``Railway Express Agency'' Train Magazine, June 5, 2006
図表 REA 型貨物輸送システムの概念図
出所Macmillen (1935）から作成
（注 1）REA (R）は地上輸送区間，航空会社は空港間のサービスを行った。
（注 2）REA と航空会社間で提携 (注）REA には代理店（A）が存在した。
規制緩和の落とし子としてインテグレーターが誕生した。これは文字通り，地上輸送とフォワー
ダー，航空会社を一社にすべて統合した組織であった。その意味で，REA 型貨物輸送システムは
のちに発展したシステムの原型となった。
マクロの視点から貨物輸送システムが構築された背景をみると，アメリカが第一次世界大戦に参
戦した経験から，国内における物資輸送をさらに効率化することが求められた。その先鋒として，
航空貨物輸送の発展は重要であり，国による直接的な援助は少なかったものの，航空当局によるい
くつかの試みがなされた10。
貨物輸送システムを形成する目的は，国民に対し REA と航空会社が相互に築いた一級のサービ
スを提供することにあった11。航空会社 1 社では限定された地域に対するサービスしか展開できな
いが，急送会社がオーガナイザー兼販売窓口となり，統一された輸送規則に基づく共通の運送状を
利用することにより，荷主から荷受人まで全米を迅速に輸送する体系化したシステムが完成した。
またこのシステムは航空機などの故障による偶発的状況の発生に対しても，その対策が万全であり
代替手段として地上輸送に移行することで救済を受ける可能性も保持した。1 社によるサービスで
はないものの，一部ではドアツードアのこのシステムが，1970年代にインテグレーターが構築し
たシステムの原型と評価されている12。
21世紀の現代，世界的に展開されている貨物輸送システムの原型を構成する機能は主に AREC
を継承する REA により確立された。システムの内容をみるために，営業・宣伝用のブローシャー，
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13 Macmillen (1935) p.267.
14 Civil Aeronautics Board（航空当局以下 CAB）により交付される証明書。（The Certiˆcate of Public Con-
venience and Necessity）
15 Fredrick (1941) p.229
S.O.P. などを調査することも必要であるが，ここでは REA と航空会社（Air Company）の間で
1954年に締結されたエア・エクスプレス取扱いに関する契約（Air Express Agreement）の内容を
精査することにより，両社がどのようにして輸送システムを構築したかの端緒をみることにする。
先行研究では，契約の内容を調査したものは限定的である13。以下条項に沿ってシステムを分析し
てみよう。
まず図表 24 から，契約条項の目次は23項目から成っており，基本的な事項が網羅されている
ことがわかる。リサイタル（Recital）は，当該契約を締結するにあたっての背景・事情，当事者
の目的，当該契約の位置づけ等のうち，当該契約にとって重要と思われる事項が記載されている部
分である。ここではエア・エクスプレスが 2 つの重要な機能から構成されていることが述べられ
ている。第一に，空港間輸送は航空機によること，第二に，荷主から集荷し発地空港までの輸送，
到着空港から荷受人までの輸送に対し全面的な責任をもって輸送にあたる。前者は航空会社が実施
し，後者は急送会社が実施する旨明記されている。両社の最大限の協力があって初めてビジネスと
して成功するのである。ここで重要な点は「おのおのが独立して財を投資し，契約の相手方に監督
されたり，指示されたりすることがない」ことであること，および「この契約の目的が，国民的な
エア・エクスプレスサービスの提供にある」と明記されている点である。表面的には対等な契約で
ある。
第 1 項サービス（Service）では，航空会社は「国民の利便性と必要性14」を満たせるサービ
スを提供できる会社に与えられる証明書に従い，安定的なサービスを提供することに同意する。
また証明書に適合した航空機による信頼性のあるサービスを提供することに同意する。急送会社
は，航空会社の代理店としてではなく，独立した会社として，空港間以外のエア・エクスプレスの
集配関連の業務につき自動車，施設，人員確保並びに代理店の運用などを取り仕切る。ここで重要
な点は，急送会社は航空会社の代理店ではないということであり，現代では急送会社に位置する組
織は代理店・混載業者として利用輸送を実施しているのが実態である。
ここでは両社の対等な関係を契約により規定しているが，実態は不平等ではないか。この綻びが
航空会社による1940年代後半から始まる逆襲の原因となった15。サービスの内容は両社の協議によ
って定められ，まず運賃表は急送会社が発行するものを使用し，作成に当たっては複数のシステム
に参加する航空会社による承認がなければならないとしている。サービスの種別（迅速性の種類）
が顧客により選択できるようになっている。
第 2 項機材（Equipment）については，航空会社が整備された新式の航空機の提供に同意する
と共に，提供した機材が故障などで運航できないときは，エア・エクスプレスを速やかに急送会社
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図表 Air Express Agreement の目次
Recital
1. Services
2. Equipment
3. Business
4. Schedules and Priority
5. Receipt and Delivery
6. Employees
7. Rates
8. Interrupted Transportation
9. Accounting for Substituted Surface Transportation
10. Accounting and Settlement between the Parties
11. Distribution of Net Air Express Revenue
12. Liability
13. Transportation for the Express Company
14. Governmental Regulations
15. Duration
16. Arbitration
17. Tra‹c Committee
18. Division of Tra‹c
19. Air Express Division
20. Airplane Loads
21. Statistics
22. Successors and Assigns
23. Uniform Agreement
出所Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH. AC0260), Air Express Agree-
ment (EŠective August 1, 1954)
に返還することを規定している。こののち，鉄道急送乃至鉄道急送と航空急送との連帯での代替輸
送が検討される。急送会社が自動車を所有しているため，航空急送が不可となった場合の代替手段
としての地上輸送手配等が容易に手当てできる。
第 3 項ビジネス（Business）については，エア・エクスプレスビジネスの定義を明確にしてい
る。それは荷主によりエア・エクスプレスと指定され，急送会社のタリフで輸送されるものである。
第 4 項スケジュールと優先度（Schedules and Priorities）によれば，航空会社はスペースを最
大限利用してエア・エクスプレスを搭載し，定時運航を目標とすることが，航空会社としての本業
である旅客・郵便搭載の方が，優先度が高い点を確認している。
第 5 項集荷と配送（Receipt and Delivery）では，航空会社同士の接続が空港が異なるため困
難な場合は，急送会社は接続のための地上輸送を実施する。
第 6 項従業員（Employees）では，航空会社と急送会社が採用すべき職種を規定している。
第 7 項運賃（Rate）では，エア・エクスプレスの賃率は，契約を締結したすべての航空会社
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16 急送会社の収入金から現金出費と控除勘定項目を指し引いた残りが航空会社の収入となる。Mcmillen
(1935) p.266
図表 REA の地上輸送車から航空機への Air Express の搭載
出所Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH.AC0260)
と急送会社が合意して発効すると規定している。細則では，急送会社が顧客に示す賃率に対し航空
会社は制限を加えない。しかし，急送会社が賃率の調整を申告した場合，エア・エクスプレスの賃
率の価格体系を壊すと航空会社が判断した場合には，この調整賃率を運送会議（Tra‹c Commit-
tee）に提出し判断を仰ぐことができ，そこでの判断が最終的となる。また，サービスについて，
航空機利用しない通常の急送サービス並みの品質でしか輸送を履行できなかった場合は，賃率を下
げて適用する。さらに，同じ区間での同種サービスにおいて，航空会社独自のエアフレイトサービ
スより賃率を高く設定することを求めない。これは航空会社にとっては悩みの種であった。なぜな
らエアフレイトの増販を妨げる可能性を秘めていたからである。それと同時に荷主にとっては，同
一貨物をどちらのシステムを利用して出荷するかについて考えなければならなかった。問題は，航
空会社による貨物搭載の優先順位であったが，契約書に明確な記載はない。
第 8 項輸送の中断（Interrupted Transportation）では，航空会社の事由で運航中止となった
場合は，航空会社は至近の急送会社の代理店まで貨物を届けなければならないとしている。
第 9 項代替輸送使用時の会計上の調整（Accounting for Substituted Surface Transportation）
では，全航空区間の中断乃至中間点での中止の場合，地上輸送費は航空の賃率の75として処理
すると規定されている。
第10項両者の収入金処理方法（Accounting and Settlement between the Parties）では，図表 2
6 のとおり基本的に毎月の急送会社が受領する収入合計から，控除する勘定科目の総金額を引いた
残りが航空会社の収入金となる16 航空会社側の不満は急送会社の経費（控除額）が大きすぎること
であった。しかし安全弁として，内容は 4 カ月に一度見直しされることが明記されていた。しか
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図表 航空会社収入金の計算方法
出所Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH.AC0260), Air Express Agreement
(EŠective August 1, 1954）から筆者作成
図表 控除勘定項目
1. 固定費
自動車修理費用
トラック修理費用
自動車減価償却費用
トラック減価償却費用
給料
備品
オフィス賃料
税金
2. 売上原価
代理店コミッション
タリフ・スケジュール表作成費用
保険で填補されない貨物の紛失と損傷費用
貨物に対する保険付保費用
地上輸送費用
航空会社配分確定のための費用
統計作成費用
宣伝費用
販売活動費用（収入の 3）
回収不能金引当金
3. 間接費用（上記1.2の9.5）
出所Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH. AC0260), Air Express Agreement (EŠective August 1,
1954）から筆者作成
し，どのように調整されたかについては記録が残っていない。
第11項航空会社への支払額の確定（Distribution of Net Air Express Revenue）では，支払い
は毎月，航空会社が航空当局（CAB）にトンマイル当りの収入を報告する義務があった。
第12項の責任・義務（Liability），13項の急送会社の社用貨物の取り扱い（Transportation for
the Express Company），第14項の国の規則（Governmental Regulation），第15項の契約期間
（Duration）第16項の調停（Arbitration），第17項の輸送委員会（Tra‹c Committee）では航空会
社のスタッフから構成された輸送委員会の役割が明記されている。具体的には宣伝，渉外，販売促
進，路線管理，運賃と付帯料金，諸規則，保険，貨物取扱などが協議された。第18項の輸送部門
（Division of Tra‹c）では運送統計保管義務について明記されている。第19項のエア・エクスプレ
ス所管（Air Express Division）では，急送会社の宣伝物には Air Express Division という語句と
Railway Express Agency, Incorporated を使用する旨明記されている（図表 28）。第20項の航空
会社では搭載（Airplane Load）について，第21項の統計管理（Statistics），第22項の会社の継承
向、る喜奎ヨ;
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図表 Air Express Agreement
出所Smithsonian Archives Center, National Museum of American History 所蔵
Railway Express Agency Records (NMAH.AC0260)
（注）19項で定められた Railway Express Agency, Incorporated のうち Agency,
Incorporated の文言が抜けている。
17 Emery J.C. [1953] pp.8290.
（Successors and Assigns）では，航空会社の合併などにもかかわらず契約内容はそのまま継承さ
れる旨明記されている。第23項の定型契約（Uniform Agreement）では条項は単独で解釈されな
い旨明記されている。
ここで第10項，11項にある両者の収入金確定の方法が，両者の力関係をそのまま示しているこ
とに着目してみよう。航空会社も急送会社と同様，積み上げ式で経費を計上することが許されれ
ば，当該サービスは永続したと思われるが，航空会社の逆襲とフォワーダーの台頭で当該システム
は1950年代に急激に衰退し始めた。つまり，航空会社がエア・エクスプレスの発展型の商品であ
るエアフレイトを投入した結果，荷主との窓口はフォワーダーにとって代わられ始めたのである。
急送会社は輸送を輸送としか捉えなかったが，フォワーダーは，当時勃興してきたメーカー，卸売
り，百貨店，スーパーなどの物流のアドバイザーとしての地位を確立していた17。その結果，フォ
ワーダーが急送会社にとって代わったとみることができる。そののち大量輸送に適応した混載制度
は混載業者の肥大化を招き，これらを取り仕切るフォワーダーを航空輸送の主役に担ぎだした。
REA 時代と同様，航空会社を利用すればビジネスとして成功したのである。それは，荷主から至
近の位置を確保できたため，荷主ニーズを確実に把握できたためである。
次章では航空会社の逆襲とフォワーダーの隆盛によって形成された航空輸送システムについてみ
る。
迄
Your Shipments 
AIR EXPRESS 
DIVISION 
—·叫ILWAYI EXP~シ
両躙皿閾"JAi― t1;tm r~ 
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18 ここで生じた混載差益は，航空会社の高重量段階のタリフ適用による総額と混載タリフ適用の総額との差が
収益となった。
19 Air Express と Air Freight がどのように異なるのかに関する研究がいくつか存在する。先行研究では，賃
率，嵩，地上での取り扱いなどについての相違点が述べられているが，基本的にはほとんど相違がなく，む
しろ航空会社が急送会社から航空貨物の主導権をとるための一つの方法だったのではなかったかと考えられ
ている。
20 アメリカン航空が最初で1944年 9 月にエアフレイト運賃を航空当局に届け出た。
. 航空会社・フォワーダー型貨物輸送システム
―物的流通概念の深化からロジスティクス概念の応用へ―
前章では，アメリカにおける急送ビジネスの誕生とエア・エクスプレスの輸送システムをみてき
た。本章では航空会社とフォワーダーによるエアフレイトビジネスが登場し，独自の貨物輸送シス
テムを展開した過程をみてみよう。
このシステムには，航空会社独自のものと，航空会社・フォワーダーが共同で構築したものがあ
る。前者をみると，空港から空港間だけでなく地上輸送区間を含んだ荷主のドアから荷受人のドア
までのタリフを航空当局に届け出するものがあらわれた。さらに，エアフレイトの大型化に適応し
て，旅客便に加え航空貨物専用便を導入してビジネスを拡張する動きもみられた。後者ではフォ
ワーダーが主導した。フォワーダーは従来航空会社の代理店の役割を果たすことによりコミッショ
ンを得ていたが，これに加えて混載事業を行い，荷主の代理人として受託した貨物を混載し，さら
に航空会社に対しては荷主としてのバイイングパワーを発揮した18。このシステムは，生産者，卸
売り，小売りの関係を明確にした。それでは具体的にどのような変化があったかをみてみよう。
第二次世界大戦前には，まず REA 型貨物輸送システムに対抗する航空会社型貨物輸送システム
が出現した。それは，REA と航空会社による契約締結により成立していたシステムを，旅客便航
空会社独自で運営しようという動きであった。その遠因は，REA によって仕切られていた収入金
配分の不公平さなどにあった点，旅客便の収益向上などで経営基盤が拡大し，独自でシステム構築
ができる土台が整いはじめたことなどがあったこと，旅客便航空会社が導入した商品はエアフレイ
トと呼ばれた19。これらの会社は次々と独自で，タリフを当局に届け出て自社システムの拡張を図
った20。
多くの航空会社は REA との提携によりエア・エクスプレスを獲得すると同時にエアフレイトも
獲得していた。それは航空会社にとっては，旅客手荷物，郵便，エア・エクスプレスに次ぐ第四の
客体であり有望な収入源であった。
航空当局は航空機で輸送されるエアフレイトの増加を促進するため，貨物専用便航空会社の育成
に力を入れていたが，旅客便に使用される航空機が大型化し，大量の貨物を輸送することが可能と
なったこと，貨物専用便単独では採算がとりにくく，貨物専用便航空会社の経営が困難であったこ
となどから，貨物専用便航空会社は徐々に力を失ってしまった。皮肉なことに，これを救済したの
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21 James R. Stock & Douglas M. Lambert, (2001) Strategic Logistics Management (fourth Edition) Mc-Graw-
Hill International Edition P.15のロジスティクス・マネジメントの歴史的発展に記載されている。
22 阿保栄治著『ロジスティクス・システム』税務経理協会，1992年，p.25ほか。
は旅客便航空会社であった。彼らは，旅客便のほかに貨物専用便も導入してフォワーダーを代理店
とした航空会社・フォワーダー貨物輸送システムを構築した。
航空会社・フォワーダー型貨物輸送システムを検証するために，先行研究として1956年にルイス
とクリトンおよびスティール（Howard T. Lewis, James W. Culliton, Jack D. Steele）が著した
The Role of Air Freight in Physical Distribution をみてみよう。これは物流における航空貨物輸送の
役割について取り上げた最初あるいは（初期）の文献として研究史上において重要である21。この
研究はエア・エクスプレスに関する研究ではなく，エアフレイトに関する研究であることに特色が
ある。
この時期には REA 型貨物輸送システムには陰りがみえはじめているが，先行研究では荷主がど
のようなすみ分けでエア・エクスプレスとエアフレイトを選別したのかという視点での分析はされ
ていない。ルイス他の研究は，エアフレイトの増販を志向する航空会社とそれを援助するフォワー
ダーの意向に沿ったものであったが，この研究の前半と後半の始めの部分を，航空業界を牽引する
アメリカン航空，トランスワールド航空，ユナイテッド航空，そして当時主要なフォワーダーであ
ったエメリー・エアフレイトが資金的に援助し，後半はエメリー・エアフレイトが主に援助した。
それは航空会社・フォワーダー貨物輸送システムに何ができるか，言い換えれば航空貨物輸送の役
割を物的流通の中でどのように理論化するかが必要となっていたという背景がある。
この時期は航空機のジェット化が推進されており，航空会社はジェット化がもたらす貨物スペー
スの増加に対処するための販売強化策として「迅速性の増進と輸送量の増加」を見越した荷主に説
得性のある理論が必要であった。
スティールが執筆した第 2 部はルイス，クリトンが第 1 部で主張したトータルコスト概念
（Total Cost Concept，以下 TCC）のフレームワークを使用して 2 つのケーススタディを提示して
いる。
同書の目的は，航空貨物輸送をすでに利用している会社，将来利用する可能性がある会社に分類
して，利用する場合の会社に与える影響を聞き取り調査し考察することにあった。同書を貫く大き
なテーマは，会社が原料等を調達し，生産，流通を経て顧客に製品を届けるまでの輸送手段を既存
の鉄道やトラック等から航空を主体としたものに変更することにより，何が変化するかを検討して
いることにある。同書は米国では物流史の中での位置づけがなされているが，わが国では同書の評
価は必ずしも定まっていない。特に日本においては，航空貨物輸送の研究者にあまり参照されてい
ない22。それは，航空貨物輸送とロジスティクスを関連づけた研究がほとんどなされていないこと
に起因すると推察される。
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図表 航空会社型貨物輸送システム（Forwarder は航空会社の代理店から混載業者へ）
出所Howard T. Lewis et.al. (1956）から筆者作成
旅客便航空会社の収入源は，旅客，手荷物，郵便，貨物である。4 種類の客体を持っていること
は，お互いに収入を補える可能性が高い。運航にあたっては片荷現象にならないようにすることが
重要であるが，貨物便専用航空会社は，貨物と郵便を両方向において効率的に摘み取らなくてはな
らない。よって，旅客便航空会社が貨物専用便も導入すれば，貨物便専用航空会社のような片荷に
よるリスクを回避できる可能性は高いと思われる。つまり貨物専用便が赤字になっても，旅客便か
らの安定した収入で補えるのである。
旅客便航空会社とともに存在感を示したのがフォワーダーであった。1950年代から1970年代は
物的流通が研究され，輸送を単独で捉えずほかの活動との連携が重要視された。製品を製造販売す
る会社などは，効率的な物流管理をするためにフォワーディング業務を委託するようになり，その
結果，荷主は，航空会社との間のミドルマンとしてのフォワーダーの役割を認識するようになっ
た。フォワーダーの役割は，航空会社と荷主の両者の代理人であった。つまりフォワーダーは両者
のニーズを把握できる位置にいた。別の見方をすれば，REA 型貨物輸送システムで REA が航空
会社の代理店となったような構図となった。フォワーダーの雄であったエメリーの創業者は REA
で就業していた経験を，その後起業したフォワーダー業に持ち込んだ。つまり，REA が追求しな
かった荷主のフォワーディング業務を援助する領域を拡大したのである。
航空会社の中には，荷主から荷受人までの一貫したタリフを航空当局に届け出て，販売するもの
もあったが，次第に空港間のみに資源を集中して業務にあたるようになった。航空会社は空港間の
輸送の価格をフォワーダーに卸すだけで企業として生存できたが，荷主と直接接触することが激減
したため，物流業界では脇役となっていった。
?
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図表 アメリカ国内の幹線定期便（旅客便，貨物専用便）重量・マイル
航空会社・年 1946 1947 1948 1949 1950
貨物の種類 F E F E F E F E F E
American 6239 5176 11179 5144 21761 5530 31802 5559 35137 7482
United 4445 5625 10162 6811 19782 7223 25585 6400 27775 9214
TWA 2217 3940 4920 5460 9999 5887 12036 4879 13685 6422
小計 12901 14705 26261 17415 51542 18660 69423 16848 76597 23118
3 社シェア 89 62 74 61 73 63 73 61 68 63
その他 1532 8947 9053 11118 18896 11109 25487 10481 36264 13420
総合計 14433 23652 35314 28533 70438 29769 94910 27329 112861 36538
Flying Tiger 3610 19403
Slick 6429 35725
貨物便合計 10039 55128
貨物便シェア 9.6 33.4
航空会社・年 1951 1952 1953 1954 1955
貨物の種類 F E F E F E F E F E
American 35484 8928 44911 9932 52314 10275 53909 8590 67011 11083
United 22177 9882 26643 10261 27620 10596 33598 10470 39526 12791
TWA 14961 7510 15599 6761 18906 7697 21271 6901 24253 8407
小計 72622 26120 87153 26660 98840 28568 108776 25961 130790 32261
3 社シェア 72.2 64.9 74.4 66.1 75.0 62.8 75.4 64.8 75.2 65.1
その他 27959 14140 29975 13665 32938 16947 35469 14129 43191 17319
総合計 100581 40260 117128 40325 131778 45515 144245 40090 173981 49580
Flying Tiger 27875 37186 35625 25314 46926
Slick 44151 44643 38954 32775 41876
貨物便合計 72026 81829 74579 58089 88802
貨物便シェア 41.7 41.1 36.1 28.7 33.8
出所Civil Aeronautics Board, recurrent reports of Mileage and Tra‹c data for Domestic Trunk Lines (1955);
Domestic Non-mail Carrier, Certiˆcated All-Cargo Lines から抜粋，筆者加筆作成
（注 1) FFreight（自社系商品），EExpress（REA 系）
（注 2) 単位1000トンマイル
（注 3) 1952年度の Flying Tiger の実績は，軍需物資を加えると408461千トン・マイル。
. インテグレーター型貨物輸送システム
―企業の競争戦略としての航空貨物輸送―
本章では，1970年代後半に誕生したインテグレーター型貨物輸送システムが従前のシステムを
統合したものであることから，物的流通論から一歩進んだ，生産から販売までを効率化するロジス
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図表 インテグレーター型貨物輸送システム
出所Robert A. Sigafoos with Roger R. Easson, {1988} Absolutely Positively Overnight! St
Luke's Press, Second Edition
ロバート F. シガフーズ著 上之郷利昭訳 ｢フェデラルエクスプレス」TBS ブリタニカ
1986年から筆者作成
ティクス戦略に航空輸送をどのように絡めたらよいかについて検討する。
荷主にとり，フォワーダーを窓口とした航空貨物輸送サービスは必ずしも満足のいくものではな
くなってきた。1970年代には生産における JIT が物流にも影響を及ぼし，貨物輸送サービスは何
時に貨物が顧客に到着するのかを保証することが重要となった。フォワーダーと航空会社サービス
に分断されたサービスでは，前者を完璧に実施しても，後者の責任範囲にあたるサービスの品質が
維持できない場合は，総合的なサービス品質の評価としては失格であった。その意味で，フェデラ
ルエクスプレスが世に問うたサービス内容，つまり IT を駆使した輸送革命は刺激的であった。そ
れは「集配，空港間輸送，フォワーダー業を統合した一気通貫のサービス」であり，これをインテ
グレーター貨物輸送システムと呼ぶ。
そもそもフェデラルエクスプレスの創業者であるスミス（Frederick W. Smith）は，航空会社
を競争相手と考えてはいなかった。エメリーのようなメガフォワーダーが競争相手であった。世の
中の荷主からの「何故，書類などの緊急貨物などが必要な時間に荷受人の手元に到着しないのであ
ろうか」という問いに答えられるためのビジネスモデルの構築が必要であった。
さらに重要な点は，顧客の製品に対する好みの急激な変化であった。すなわちメーカー，流通業
者等は多品種大量生産から少品種少量生産に対応できなくては生き残れなくなりつつあった。航空
輸送の領域も「迅速に大量貨物を安価に輸送」を標榜した航空会社・フォワーダー貨物輸送システ
ムは顧客に選択されなくなりつつあった。またワンストップ・ショッピングが流行し，顧客は一つ
の窓口で問題が解決できるインテグレーターを選択するようになった。
さらに輸送と配送を分けて考えることも重要になった。つまり，サプライチェーンが国の隅々ま
で展開され，さらに国境を超えて展開されるようになると，輸送と配送の概念を分類することが重
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23 苫瀬博仁著『付加価値創造のロジスティクス』税務経理協会，2009年，p.19.
24 具体的な試算によれば，もし Air Express の rate が鉄道急送の 3 倍以内であれば，毎日約25トンの部品を 9
か所の市場倉庫に輸送することにより，現在32の市場倉庫で総計1500万ドルかかっている在庫管理費を500
万ドルまで削減できるとした。Quindry (1933) p.157.
要となった23。
「荷主ニーズ」における荷主の定義は何であろうか。一般的には商品の所有権を保持する主体で
ある。さらにそれは荷主を指すのか，それとも荷受人を指すのであろうか。
ここでは，荷主・荷受人を，売主・買主に置き換えてみよう。地上における商品売買契約は，海
上における商品売買契約同様 F.O.B. などが存在する。F.O.B. は商品価格のみの建値で，基本的に
売主の所在地が危険の分岐点となる。よって前者は買主の所在地そして後者は転売地までの輸送費
が買主の負担となる。つまり荷主ニーズの変遷といった場合は，輸送手段を選択できる主体は誰で
あるか，特定する必要がある。
研究されてきた輸送価値は，インテグレーター型貨物輸送システムで統合され，企業の競争戦略
に利用されている。
◯ マーケティングなどとの関連性
1930年代から1950年代までの急送ビジネスの発展は商慣習の変化などに影響を与えた。その中
にあって特に「迅速性」に勝る航空貨物輸送は，遠隔地間の取引を促進し市場拡大に貢献した。特
に女性もののファッション製品は，陳腐化を防止するために航空貨物が利用された。生産活動に導
入されたジャストインタイム（Just in Time）は，インテグレーター型貨物輸送システムを迅速性
に基づく「翌日定時即配」に変更した。
さらに注目すべきは，1933年の時点で航空貨物輸送の研究が「迅速性がもたらす実際の効果」
（the practical eŠect of this high speed factor）という視点で Air Express を通じて研究されている
点である。すでにキンドリー（Frank E. Quindry）は現代に通用する航空貨物の役割をロジスティ
クスの視点で捉えており，「在庫の削減」に航空貨物輸送利用が貢献することを述べている24。
◯ 物的流通との関連性
1956年のルイス他（Howard T. Lewis et.al.）による「トータルコスト概念」は航空貨物の運賃
は高額だが，利用することにより迅速性を獲得でき，輸送に関連した在庫管理費・倉庫費などが削
減され，その結果としてトータルコストが削減されることを証明した。研究範囲は，物的流通にお
ける輸送活動を単独で見ないで，在庫管理，倉庫などの活動との連携を考察していることに特徴が
ある。
在庫管理の目的は在庫額の圧縮と，倉庫費の低減であるが，航空貨物利用により圧縮された在庫
費（資産）をほかに投資できるという概念を定着させた25。当時販売部門は倉庫も管轄していた。
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25 在庫を過剰に保持することは在庫管理費と倉庫費が膨らみ，資産を凍結することになるが，これを航空利用
により解放することが重要である。Howard T. Lewis et. al. [1956] pp.143144.
26 diverse products として repair parts（修理用部品）を消費者に配送する区間で航空貨物が利用された。地上
輸送と航空輸送を同期化させれば，全米どこでも 3 日以内に貨物を届けられると試算した。これが実現すれ
ばマーケティングとして成功する。なぜなら新製品の増販と，販売済製品に対する補修維持が可能となるか
らである。Howard T.et. al. [1956] pp.6970.
27 この延期戦略を伴うカスタマイゼーション作業は，インテグレーターにしかできないものではなく，空港の
フォワーダー施設内で実施するか，専門の会社が空港内で業務を実施している。
28 航空貨物直送ビジネスである。店頭で売れ残りの商品はマークダウンで販売されるため，在庫は発生しない。
品切れを生じさせると販売に支障があるため，販売部門は非効率に在庫をたくさん保持する傾向が
あった。また，倉庫は工場倉庫と市場倉庫に分類されたが，市場倉庫を全廃して航空貨物利用で倉
庫の機能を代替させる方法も考えられた26
インテグレーター貨物システムでは，「トータルコスト概念」を物流コストにとどまらず，生産
から販売，顧客サービスまでに適用にすることが求められた。
◯ ロジスティクスからサプライチェーンへの発展との関連性
航空貨物輸送は，ロジスティクスの発展型であるサプライチェーン管理に応用されてきた。トー
タルコスト概念は生産から販売までに研究対象を拡張し，その中で輸送と配送概念が分化した。輸
送はたとえば，生産地と消費地を輸送する動脈であり，配送は部材・部品を部品会社から引き取
り，また製品を顧客に個別配送することであり静脈とみなされる。さらにここでは生産者と輸送者
が航空貨物輸送の付加価値を共に創るという概念である「共創」が定着してきた。生産者は，生産
から販売までのサプライチェーンを効率化する方法の一つとして，インテグレーターのハブにおけ
る流通加工を組み込む。ここでは物的流通時代との相違点は，生産から販売に関する総コストと航
空貨物利用による費用を対査している点である。さらには，パラダイムシフトとして航空貨物によ
るコスト削減効果だけでなく，利益に貢献する度合を測定する試みがある。
インテグレーターがハブ（Hub）において，メーカーからの要請によりカスタマイゼーションを
配送直前に実施する，いわゆる延期戦略の適用は，流通の効率化に貢献している27。インテグレー
ターは，当初は輸送で存在感を示していたが，最近では配送で貢献している。貨物を荷主ニーズに
より各種の迅速性サービスにより定時に配送することに強みがある。さらに最近では，ハブに近接
したインテグレーターの関連会社で個別配送前の流通加工などを実施することにより，荷主（メー
カー）が採用する製品戦略と同期したビジネスを展開している。インテグレーター型輸送システム
を利用することにより，「在庫なし」のビジネスモデルが多数誕生している28。
航空貨物は基本的に運賃負担力のある高額な商品輸送に利用されてきた。それは，販売コストと
しての輸送費の割合が商品価格と比較して小さいからである。しかし最近では，この原則が必ずし
も当てはまらない。ファッション製品に代表されるアパレル関連の会社は，戦略的に航空貨物を利
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29 丹下博文著『企業経営の物流戦略研究』中央経済社，2014年，pp.2529.
30 ｢アマゾン―12兆円の巨大経済圏」『週刊東洋経済』2015年 3 月 5 日，pp.6566.
31「Logi-Biz」『月刊 ロジスティクス・ビジネス』2017年 1 月，pp.67.
用するビジネスモデルを確立しつつある。ユニクロ，ザラは必ずしも高額商品を扱っていないが，
航空輸送をほぼ100利用している代表格である。特にザラは，販売予測に基づくファッション性
の高い商品を 2 週間毎に定量を市場に投入する。売り切りであるため売れ残りは発生しない。し
たがって在庫管理費が発生しない。さらに航空貨物輸送利用によるイメージ戦略は商品に箔をつけ
る効果がある。つまり航空貨物を利用するというマーケティング戦略は顧客に会社・商品に対する
好感度を醸成し，競争優位を勝ち取りやすい。
世界中に溢れている売買される物品（農産品，製品など）の多くは国境を超えて迅速に航空輸送
されている。この輸送のビジネスモデルの原型は僅か100年前にアメリカで誕生し，そののち発展
し，現在の航空貨物輸送システムを形成した。現在では大きく分類すると航空会社・フォワーダー
型とインテグレーター型のシステムが存在し，荷主ニーズによりこの両者が使い分けられている。
. おわりに
航空貨物輸送の役割の深化に到る過程がどのような航空貨物輸送システムの発展と同期化してき
たかをみてきた。役割の深化は，マーケティングから物的流通を経て，ロジスティクス，サプライ
チェーンマネジメントに到る各視座からの研究を発展させてきた。
現代の役割はどのような方向に向かっているのであろうか。アメリカで誕生したインテグレー
ターが国際インテグレーター型29 に成長したフェデックスと UPS の 2 社である。ほかに 2 社あ
り，郵便事業者が中心となって統合したドイツポスト DHL とオランダ系の TNT エクスプレスで
ある。国際インテグレーター型は現在，エクスプレスとフォワーディング，3PL という全く異な
る性格の事業を同じグループ内に抱えている。その中で 3PL の役割が求められている。
次世代の航空貨物輸送事業を牽引する可能性のある企業を探してみよう。国際インテグレーター
となったが，成功するか否かは未知数である。旅客輸送のエアコミューター会社から誕生したフェ
デラルエクスプレスが地上・航空・フォワーダーを統合して貨物輸送のインテグレーターとなった
ような輸送革命がおこるのであろうか。
これを解く鍵は，最近のアマゾンが物流会社となり，配送は自社で契約した貨物専用便を利用す
るという動向30，UPS がハブにおいて 3D プリンターを配備して生産業に参入するという動向31 に
注目する必要がある。前者は配送プロセスをよりコントロールしようとする志向であり，後者は，
輸送会社による異業種参入の志向と捉えられる。アマゾンのような物流（製造）業者が航空貨物輸
送業を吸収するのか，またはその逆であるのか。これまでの研究の対象は，航空貨物産業のアク
ターがどのような航空貨物輸送の役割を果たしてきたかであったが，今後は航空貨物産業と製造業
をはじめとした他企業の生き残りをかけた統合に関する研究に焦点が移行するであろう。
―  ―
この国際インテグレーター型システムは何をどのようにして次世代の航空貨物輸送ビジネスにバ
トンタッチするのであろうか。次回の研究テーマとしてとりあげたい。
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